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振興局の組織とその仕事   

総務室
　　　　　危機管理、消防防災、人権行政、県民相談、パスポートなど         �

    　　　　　　　※県税については下記参照     ��

健康福祉部
 　　 医事、薬事、感染症予防、生活保護、保健・福祉（障害者、高齢者、

母子、児童など）、健康づくり、廃棄物、公害、食品・生活衛生、
自然・地球環境、鳥獣保護など        �          �

産業振興部
　　　農地法関係、水産振興、地域産業振興、観光振興、世界遺産関係、

農業生産振興、畜産振興、担い手育成、緑の雇用、林業振興、森
林整備、農業農村整備、地籍調査など ��

建設部
 　　　　 建設業、道路・河川等の管理、建築確認、県営住宅管理、用地取

得、国道、県道、農林道、河川、砂防、海岸、港湾、漁港に係る
事業など�

施　 ｠｠｠｠｠｠｠ 設 ｠ ｠ ｠ ｠ 　名　�
県民文化会館（和歌山市）�
県国際交流センター（和歌山市）�
和歌山交通公園（和歌山市）�
県ＮＰＯサポートセンター（和歌山市）�
県青少年活動センター（和歌山市）�
紀北青少年の家（かつらぎ町）�
白崎青少年の家（由良町）�
潮岬青少年の家（串本町）�
和歌山すみれホーム（和歌山市）�
白浜なぎさホーム（白浜町）�
若竹園（和歌山市）�
有功ケ丘学園（和歌山市）�
南紀福祉センター南紀あけぼの園、南紀療育園、�
　　　　　　　　　　　　　牟婁あゆみ園（上富田町）�
中紀福祉センター由良あかつき園、由良みのり園（由良町）�
古座あさかぜ園（串本町）�
県軽費老人ホーム無憂園（白浜町）�
県障害児(者)・高齢者歯科口腔保健センター（和歌山市）�
わかやま館（和歌山市）�
県勤労福祉会館（和歌山市）�
県植物公園緑花センター、＊根来山げんきの森（岩出町）�
護摩壇山森林公園（田辺市）�
紀の川流域下水道（かつらぎ町）�
加太港加太緑地（和歌山市）�
宇久井港－2.0ｍ物揚場（那智勝浦町）�
和歌山マリーナ (ディンギー)（和歌山市）�
和歌山マリーナ (クルーザー)（和歌山市）�
和歌浦漁港（和歌山市）�
橋本体育館（橋本市）�
和歌公園（和歌山市）�
河西緩衝緑地（和歌山市）�
紀三井寺公園・紀三井寺緑地、＊秋葉山公園県民水泳場、
県営相撲競技場（和歌山市）�
県民交流プラザ和歌山ビッグ愛・ビッグホエール�
県体力開発センター（和歌山市）�
県南紀スポーツセンター（田辺市）�

　　　　　指　定　管　理　者 県庁　問い合わせ�
県文化振興財団 

文化国際課�
県国際交流協会 �
県交通安全協会 県民生活課�
NPO法人　わかやまNPOセンター ＮＰＯ協働推進課�
県青少年育成協会 

青少年課�県立紀北青少年の家管理運営コンソーシアム �
クリーン興商・南海ビルサービス企業体 �
グルメ杵屋 �
県母子寡婦福祉連合会 

子育て推進課
�

紀南地方児童福祉施設組合 �
琴の浦リハビリテーションセンター�
�
�

県福祉事業団 
障害福祉課�

 �
 �
 長寿社会推進課�
県歯科医師会 医務課�
MIDファシリティマネジメント 商工労働総務課�
県勤労福祉協会 労働企画課�
わかやま公園管理協会 森林整備課�
田辺市�
県下水道公社 下水道課�
和歌山市 

管理整備課�
那智勝浦町 �
NPO法人　和歌山セーリングクラブ 

振興課�
和歌山クルーザーマリーナ運営共同企業体 �
ベイサイド和歌浦 漁港課�
橋本市�
県文化振興財団 �
県スポーツ振興財団 住宅環境課 �
 �
はまゆうグループ �

 �
県スポーツ振興財団 スポーツ課 �
 

～指定管理者が決定しました～�

　地方分権に向けて、地域に密着したきめ細かいサービスの提供や迅速な

手続きを目的として、県で行っていた事務の一部を市町村に移すことを進

めており、4月から右の事務の窓口が変わります。  

4月から変わります�

　　　　　　　窓口の変わる主な仕事 今までの窓口(問い合わせ） 新しい窓口�
500キログラムを超える液化石油ガス設備工事届出の受理 振興局地域行政課 全市町村�
字の区域・名称の変更に伴う告示手続き 県庁市町村課 全市町村�
※1 屋外広告物の設置許可・違反広告物に対する措置 振興局建設部 全町村�
※2 介護老人福祉施設（和歌山市内）の指定 県庁長寿社会推進課 和歌山市�
※1 市の窓口は従来どおり�
※2 和歌山市内のみ（他の市町村は従来どおり県庁長寿社会推進課で指定します。）  

振
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�

県税事務所とその仕事   
　お住いの市町村 　 所管事務所名 　　　　　　　業務内容�

和歌山市・海南市 和歌山県税事務所 （1）各種納税証明、法人県民税・事業税・不�

海草郡  （県庁北別館） 動産取得税・自動車税・軽油引取税等の課税・ 
  徴収、県税納付、各種申告・申請�

橋本市・紀の川市 紀北県税事務所 上記（1）に同じ       �

那賀郡・伊都郡 （那賀総合庁舎内）         �
 伊都振興局総務室 （2）各種納税証明、各種申告・申請、県税納付等 

有田市・御坊市 紀中県税事務所 上記（1）に同じ       �

有田郡・日高郡 （有田総合庁舎内）�
 日高振興局総務室 上記（2）に同じ       �

田辺市・新宮市
 紀南県税事務所 上記（1）に同じ       �

西牟婁郡・東牟婁郡 
（西牟婁総合庁舎内）         �

 新宮出張所 各種納税証明、各種申告・申請、県税納付、 
 （東牟婁総合庁舎内） 県税の徴収等       �
�

～市町村に窓口が変わります～�

会期  11月29日から12月15日までの17日間�

平成17年度一般会計補正予算などを可決�

知事説明要旨�

詳しい内容は県議会ホームページでも確認できます。　　問い合わせ　県議会事務局調査課　t073-441-3580

　　　項　目 件 数 　　　　　　　　概　要 結　果�

知事提出の予算案件 1件 平成17年度和歌山県一般会計補正予算�

　　〃　　条例案件 19件 和歌山県情報公開条例の一部を改正する条例等 可　決�

　　〃　　その他案件 46件 和歌山県民文化会館の指定管理者の指定について等�

　　〃　　決算案件 2件 平成16年度和歌山県歳入歳出決算の認定について等 認　定�

議員提出の条例案件 2件 紀の国森づくり税条例等 修正可決�

知事専決処分報告 5件 平成17年度和歌山県一般会計補正予算等 承　認�

請　願  4件 熊野高等学校への看護科移設について等 継続審査�

意見書 1件 違法伐採問題に対する取り組み強化を求める意見書 可　決�

決議案 1件
 紀の国森づくり税条例及び�

  紀の国森づくり基金条例に対する附帯決議 
可　決�

県議会だより  12月 定例会の概要�

　指定管理者制度とは法律の改正により、公の施

設の管理運営が民間団体などに広げられたものです。�

　民間の施設運営のノウハウを活かし、より質の

高いサービス提供とコスト縮減に取り組みます。�

　管理運営方法やサービス内容を、従来からの管

理者を含め民間団体などが競うといった公募が原

則で、今回右表の指定管理者が決定しました。�

　指定管理者としての期間はおおむね3～5年間で

す。�

�
既に和歌山県初の指定管
理者として、県立情報交
流センターBig・Uを運営�

NPO法人　�

和歌山IT教育機構　�

事務局長　山口 実さん�

　ここでは、IT設備を備えた貸し部屋やIT研修

室での講座により運営していますが、営業活動

を行う等で当初計画していた来館者数に比べ、

大幅に上回る結果となりました。研修室で空き

が出ると人気のある講座を開設するなどどのよ

うに有効利用するかを考えることが楽しくやり

がいがあります。

　また、意見箱やアンケートで常にお客さんの

ご意見を即時に反映し、よりよいサービスを提

供しています。

　今はとにかくITに触れてもらうこと自体が使

命の一つだと思っています。

　今後、さらに継続して利用してもらうにはど

うすればよいか、新しいサービスをどれだけ提

供できるかが私たちの課題となっています。　

　市町村合併の進展等に伴い、

県の出先機関である振興局の

組織について、現在の7振興

局を維持しながら、より簡素

で効率的な組織体制の実現を

めざし、内部組織の見直しを

行います。�

　また、税に関する業務につ

いては、振興局税務課（税務部）

を4県税事務所に集約します。ただし、各種申告等の受付、納税証明書

の発行、納付等は従来どおり各地域の総合庁舎内の税窓口で手続きが

できます。�

　　 問い合わせ　�

県庁人事課t073-441-2126　県庁税務課t073-441-2183

～振興局の組織改正～�

●会期中の主な動き�
　・紀の国森づくり税、紀の国森づくり基金条例が議員提案され、本会議、総務委員

会と農林水産委員会の連合審査会で活発な議論が行われた結果、当初提案の施行
日を１年延長し、平成19年4月1日施行として修正可決した。�

　・人権問題等対策、防災等対策の各特別委員会を開催�
　・本会議の一般質問は14名の議員が登壇�
　・主な質問とこれに対する知事や関係当局、提案議員の答弁は次のとおり（要約抜粋）�

　知事は、平成18年度予

算編成にあたり、「効率的で

質の高い県庁」をめざし、

県民が真に必要とする事業

に重点配分していく基本方

針を示した。また、本県が

抱える課題解決に取り組む

ための先駆的新規事業の創

出にも力を注ぐと述べた。この他、三位一体の改革や地方の道路整

備財源の確保に向けた取り組み、アスベスト問題への対応、ラムサー

ル条約湿地登録、企業誘致、障害者就労インターンシップの実施等

についても報告した。�

議決結果・意見書等�

紀の国森づくり税導入について      �
　問　森林の公益的機能は林業家が

事業を行うことによって守ってきたが、

もはや林業関係者だけには頼れない

状況にある。この窮状を県民に知っ

てもらうことを第一の目的に議員提

案したが、どう評価するか。�

　答　今回の提案については、県税

制度調査検討委員会でも重要と認識

され、超過課税も有力な方式との提

言もでている。全国でも14県が同様

の税を導入している。ただ、議員提

案でもあるので、十分議会各派で検

討されたい。　　　�
　問　森林や環境づくりに、費用が

かかることは理解するが、税という

形で徴収するのは、環境への意識改

革の観点にはなじまない。他の先進

県は、県民に対する啓発や理解を得

るため時間をかけているがいかがか。

　答：提案議員　各議員が市町村に出

向き税の必要性を説明し、シンポジ

ウムも開催した。森林環境税懇話会

からの中間報告や最終報告の答申時

には記者発表を行い、ホームページ

に掲載するなど広く県民に情報発信

した。�

�

関西国際空港ー羽田便休止について�
　問　スカイマークエアラインズの

関空ー羽田便の休止について、今後

どのような善後策を講じるのか。�

　答　各航空会社等関係各方面に要

請をするとともに、より一層の関西

国際空港の利用促進・需要喚起に取

り組んでいく。�

�

アスベスト対策　　　　　　　�
　問　民間事業所や建築物の使用状

況調査の結果について、どのように

指導しているのか。�

　答　民間建築物については、現地

へ赴き、確認を行ったうえで、適正

な保全管理や除去等の必要な措置を

指導している。また、工場等につい

ては、解体・改修にあたっては、法

令に基づく作業基準の遵守について

監視を行っていく。�

�

障害者自立支援法　　　　�
　問　福祉サービスを利用する際の

費用負担は「応益負担」になるが、

県に対して、障害者が安心して福祉サー

ビスを受けられる環境と制度づくり

を求める。�

　答　事業主体の市町村と協力して

障害者が安心して福祉サービスが受

けられる環境整備に努める。�

�

医療制度改革　　　�
　問　都道府県医療費適正化計画の

策定など県の役割が大きな位置を占

めている今回の改革についての認識

と対応をどう考えるか。�

　答　国民皆保険は維持していかな

ければならないが、少子高齢化、国・

地方の財政等が悪化している中で、

今のままでは維持できないことから、

大綱が示されたと考える。今後、自

治体の意見が十分反映されることが

必要であり、地方への単なる負担の

転嫁にならないよう、さまざまな形

で関与していきたい。�

�

環境保全運動と観光客誘致�
　問　美しい県にして観光客誘致を

するためにも、観光県である本県は

自然との調和を考え、「きれいな町づ

くり運動」を推し進める必要がある

のではないか。�

　答　現在進めている特色ある観光

地づくりでは、地元の方々と協働し

て地域の美化や景観形成を積極的に

進める。�

�

みかんの価格対策　�
　問　味がいいのに価格が上がらない、

毎年安価な状況が続いているが、県

はどのように取り組んでいるのか。�

　答　安値という状況の中でも味一

みかんやマルチみかん等のブランド

品は、比較的高値で販売できている

ので、今後もマルチ栽培や優良品種

への改植等によりブランド化に取り

組んでいく。�

�

農業分野への法人の参入　　　�
　問　2003年に構造改革特区が設

けられ、民間企業の農業参入が許容

された背景には農業就業者の減少が

ある。このような中で、法人が農業

に参入できることについての基本的

な考えはどうか。�

　答　新しい担い手に和歌山へ来て

もらう「農業をやってみようプログ

ラム」「鄙の里塾」などを進めている。

また、法人等の参入による新しい農

業形態も模索していく。�

�

食育基本法への取り組み　　　�
　問　子どもたちの健全な育成を食

の分野から行うため、「より安全・

安心で機能性に富んで体によい食べ物」

を提供することが、政治・行政に携

わる者の責任だと思うが、どのよう

に取り組むのか。�

　答　フォーラムやキャンペーンの

実施、県のホームページなどで食育

の推進に努めている。今後も地産地

消の推進や消費者と生産者の交流など、

安全・安心で顔の見える農産物生産

振興と食育を一体的に取り組むこと

により、「県民運動」として展開して

いきたい。�

�

木造住宅の耐震診断　　　　�
　問　住宅や建築物の耐震化が、地

震に負けない国づくりの大きな柱で

あるが、旧耐震基準木造住宅の耐震

診断と耐震性の劣る木造住宅の耐震

改修にかかる補助事業の実施状況は

どうか。�

　答　平成17年度の11月現在まで

の申し込み受付状況は、耐震診断

1484戸、耐震改修58戸である。募

集戸数に対し申し込みが少ないので、

実施市町村と連携し、広報や説明会

を通じ、住民に耐震化促進の重要性

を啓発している。�

�

熊野川河口大橋　　　　　�
　問　新宮市の将来ビジョンにおい

て「熊野川河口大橋」の一日も早い

実現が待たれるが、調査の現状と今

後の方針はどうか。�

　答　河口部周辺の道路現況ネット

ワークの問題点を抽出し、新たな道

路網の素案と課題の整理等について、

今年度中に中間とりまとめを行う予

定である。来年度も引き続き補助調

査を国に要望しており、国及び三重

県と連携しながら、構想の具体化に

むけて努力していく。�

�

教職員の採用　　　　　　�
　問　学校現場には、講師として採

用されている教員が、数百人いると

言われているが、教員採用枠を広げ

られない理由は何なのか。�

　答　これら講師の多くは、少人数

指導など特別な措置として弾力的な

配置を行っている。この数は毎年変

動するため、教員採用枠に反映させ

ることは困難である。�

�

交番・駐在所の再配置　　　�
　問　交番・駐在所の所在地は、変

化するまちの実情に合わせて配置換

えされていくべきである。そこで、

県下の交番・駐在所の配置の見直し

について、検討されたい。�

　答　配置の見直しについては、下

記項目を総合的に勘案しながら進め

ている。�

・地域の治安情勢やその推移　　　�

・隣接する交番、駐在所、警察署か

らの距離関係�

・耐用年数や建設地としての適地の

確保�
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＊は従来の管理者から変わりました。�
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